
TCFDガイダンス2.0の概要

• 背景、ガイダンス作成及び改訂の趣旨について、直近の動向を踏まえ解説
• ガイダンスの位置付けとして、TCFD提言との関係について説明
• 関連が深い事項についてはコラムにて解説

 「環境と成⻑の好循環」の実現に向けて、気候変動対策に積極的に取り組む企業に資⾦が供給されることが重要。
企業のTCFD提言に基づいた開示を促進するため、2018年12⽉に経済産業省が「TCFDガイダンス」を策定。

 世界的にTCFD開示とその活用が進む中、⺠間主導で設⽴されたTCFDコンソーシアムにおいて、最新の国内外の
知⾒・動向を踏まえた解説、業種別ガイダンス、及び事例集を拡充する改訂を⾏い「TCFDガイダンス2.0」を策定。

第1章（はじめに）

第２章（TCFD提言に沿った開示に向けた解説）

本章の主なコラム
第1回TCFDサミットの開催
グリーン投資ガイダンス
他のフレームワーク等でのTCFD対応の取組

本章の主なコラム
パリ協定の目標実現に向けた着実な移⾏（ト
ランジション）に関する国際的な議論

気候変動関連のイノベーションに関するイニシ
アティブ（ゼロエミチャレンジ等）

TCFDを活用した経営戦略⽴案のススメ〜気
候関連リスク・機会を織り込むシナリオ分析実
践ガイドver2.0の概要

グローバル・バリューチェーン全体での排出削減
量の評価・開示⽅法

• 情報開示の媒体について
→重要事項は有価証券報告書だが、それ以外は統合報告書等での開示も可
→複数媒体での開示事例、開示媒体についてのアンケート結果等で解説

• TCFD提言の4テーマに関する解説
→国内外の関連文献も踏まえ、各テーマについて解説
[解説例]
- 戦略︓研究開発とイノベーションの開示のあり⽅、IEAの既存シナリオ等について紹介
- 指標と目標︓企業価値創造へのストーリー性のある開示、削減貢献量等を紹介

• 異なるビジネスモデルを持つ企業の開示の⽅法
→各ビジネスの気候変動インパクトに応じて開示

• 中堅・中小企業におけるTCFD対応の進め⽅
→世界の温暖化対策に貢献する企業は、ビジネスチャンスの積極的な開示を推奨

（下線・赤字は主な改訂箇所)

TCFD提言の4項目を中心に、気候関連情報の開示に関する疑問点について解説。開示事例も本編及び事例集に記載。
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気候変動のリスク・機会が異なる業種ごとの望ましい戦略の示し⽅や、推奨する開示ポイント・視点を解説(※)

第３章（業種別ガイダンス）

業種 開示推奨項目の例
⾃動⾞ ⾛⾏時の排出削減に繋がる⾞種の技術開発、具体的な技術開発の取組内容、将来目標の設定（台数、シェア）
鉄鋼 製造プロセスの効率（エネルギー原単位）向上に向けた取組、先端技術開発に関する進捗と⾒通し
化学 環境貢献製品を通じた削減貢献量や研究開発の取組、サプライチェーンマネジメントの取組(原料調達⽅針等)
電機・電子 排出削減に繋がるIoTソリューションや省エネ化に向けた技術開発（エネルギーマネジメント等）
エネルギー 再エネや発電設備の⾼効率化・次世代化に向けた技術開発、当該技術に関する考え⽅、効率改善効果
食品 原料及び⽔資源の供給リスク及び対策、⾷品ロス対策を含む排出削減の取組や製品開発、事業機会の特定
銀⾏ シナリオ分析（与信関係費用）、ガバナンス・リスク管理体制、サステナブルファイナンスの目標設定と実績
生命保険 ESG投融資等への取組⽅針、気候変動に伴うリスク把握の取組、投融資基準、投融資先へのエンゲージメント
損害保険 損害保険におけるリスク管理、防災・減災にかかる取組、気候変動や新技術に対応する保険・サービスの提供
国際海運 省エネ型・代替燃料船舶の活用、カーボンニュートラル化へ向けた荷動きの変化、状況を反映するガバナンス体制

• TCFDガイダンス2.0の解説を補完するため、TCFD提言に沿った具体的な情報開示の事例を収集・整理
• 多くの企業の参考になるよう、本事例は主に投資家（特に「GIG Supporters」(※)）からの意⾒を基に、TCFD提言及びTCFDガイ

ダンス2.0に関連する事例を幅広く取り扱っている
• 国内でのTCFD開示も質・量ともに充実化していることを踏まえ、⽇本企業の事例を中⼼に選定（国内47件、海外28件）

TCFDガイダンス2.0の概要

事例集（別冊）

(※)TCFDコンソーシアムが2019年10⽉に策定した「グリーン投資の促進に向けた気候関連情報活用ガイダンス（グリーン投資ガイダンス）」の普及に向け「GIG 
Supporters」を設置。「グリーン投資ガイダンス」を支持・活用する投資家等をSupportersとして登録し、その活用事例等をTCFDコンソーシアムのウェブサイトに掲載。

(※)TCFDガイダンス2.0では、⾷品、銀⾏、⽣命保険、損害保険（2020年7⽉）、国際海運（2022年3⽉）を追加。


